



幡 野 弘 樹




⚕ お わ り に
⚑ は じ め に





































































⚔） F. Letellier, Lʼexécution testamentaire, thèse Paris II, Defrénois, 2004, n° 11 et s.. 1998 年⚙月
から 1999 年⚒月の間にアンケートがなされ，212 人の公証人から返答があった。なお，1999 年
時点のフランス公証人数は，7673 人である。


































⚗） M. Grimaldi（éd.）, Droit patrimonial de la famille, Dalloz Action, 2015-2016, n° 323.131.
⚘） F. Letellier, supra note 4, n° 17.





























Malaurie et C. Brenner, supra note 9, n° 573）。これに対して，自筆証書遺言，秘密証書遺言の
場合，かつては裁判所で占有付与 envoi en possession の手続き経なければならなかったが（旧
1008 条），2016 年 11 月 18 日法律により公証人のみが関与する手続きへと簡略化されるに至っ
ている（旧 1008 条は廃止され，1007 条に新たな手続きが規律されている）。新たな手続きで
は，公証人が包括受遺者に遺産占有を取得するための要件が満たされるか確認した上で，利害
関係人による異議申立てに備えて公示がなされることとなった。異議が申し立てられた場合，







11） M. Grimaldi, supra note 7, n° 323.152.













また，破毀院第⚑民事部 2008 年⚕月 15 日判決は，「遺言執行者は，受遺者
の名において，受遺者の集団的な利益のために，遺言者の意思の履行を相続人
から獲得するために訴訟を提起する権限を有する」と判示している13)。本判




12） F. Letellier, J.-cl. civil, V° Testaments, Exécuteur testamentaire, n° 40.
13） Cass. 1re civ., 15 mai 2008, D. 2008. 2250, obs. M. Nicod; RTD civ. 2008 522, obs. M. Grimaldi.
事案は，次のようなものである。被相続人 A は，最初の婚姻によりもうけた唯一の娘 Y に相
続分の前渡しとして生前贈与をした。その他にも，被相続人は，再婚をした妻 Bとパスツール
財団にそれぞれ自由分の⚕分の⚔と⚕分の⚑の割合で包括名義の遺贈をした。さらに，特定遺






相続放棄の効果を認めている。ただし，現行法（2001 年 12 月⚓日法律および 2006 年⚖月 23
日法律による改正後）においては，A の孫 C は，母 Y の代襲相続人として相続することにな
り（754 条⚑項），Yに対する生前贈与はCの遺留分に充当されることになる（754 条⚓項）。





























1030 条の⚑ ① 承認をした遺留分のある相続人がいない場合，遺言者は，相
15） 遺留分権利者となるのは，直系卑属（913 条）と配偶者（914 条の⚑。ただし，配偶者は直
系卑属がいない場合のみ）である。子の遺留分は，被相続人が，子を⚑人残した場合は 1/2，
⚒人残した場合は 2/3，⚓人以上残した場合は 3/4 である（913 条）。配偶者の遺留分は 1/4 で
ある（914 条の⚑）。















といえる。さらに，2016 年 11 月 18 日法律は，1030 の⚒を新設し，公証証書










だし，裁判官は延長を認めることができる。1030 条および 1030 条の⚑に規定
された任務について，裁判官が認めることができる延長は最大⚑年間である。
1031 条 1030 条および 1030 条の⚑に規定された権限は，遺言の開封から⚒年
16） Ph. Malaurie et C. Brenner, supra note 9, n° 541.































































がかりに 」法学論叢 170 巻⚔・⚕・⚖号（2012 年）12-13 頁）。




















める 212 条，そして扶養義務を定める 212 条に基づくとする学説がある25)。
⑶ 著作者人格権と遺言執行者
⒜ 著作者人格権の類型とその相続性
20） F. Letellier, supra note 4, n° 308.
21） Cass. 1re civ., 9. nov. 1982, Bull. civ.1982, I, n° 326; D. 1986 inf. rap. p.276, obs. D. Martin.「この
法文は，遺言がない場合であっても，死者により表明された葬儀および埋葬に関する意思は尊
重されることを意味している」と判示する（書簡があった事案）。
22） Cass. 1re civ., 27 mai 2009, Bull. civ. I, n° 106. 死者の両親と夫の間で葬儀の方法について意見
が分かれていた事案で，死者の長年の友人の証言にしたがって，夫が支持するイスラム教式の
葬儀を認めた事案である。
23） Cass. civ., 31 mars 1981, Bull. civ. I, n° 114. Ph. Malaurie et C. Brenner, supra note 7, n° 34 も
参照。
24） Cass. 1re civ., 14 mai 1992, Bull. civ. I, n° 140; D. 1992. 247, note J.-F. Eschylle.「相続積極財産
で葬儀費用を賄うことができない場合，尊属に対して扶養義務を負う子は，たとえ相続放棄を
したとしても，その資産に応じて葬儀費用を負担しなければならない」と判示する。
25） Ph. Malaurie et C. Brenner, supra note 9, n° 34.
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知的財産法典 L.121-1 条以下には，著作者の精神的権利に関する一連の規定
が置かれている。まず，L.121-1 条から L.121-3 条を見てみよう。



























続財産の不存在の制度は，相続財産が債務超過の場合に用いられている（Ph. Malaurie et C.
Brenner, supra note 9, n° 290）。
28） ただし，L.123-6 条は，生存配偶者に複製権等に対する特別の用益権を認めている。詳しく






























29） N. Binctin, Droit de la propriété intelectuelle, LGDJ, 5e éd. 2018, n° 130.
30） N. Binctin, supra note 29, n° 132.
31） N. Binctin, supra note 29, n° 136.
32） F. Pollaud-Dulian, J.-cl. Propriété littéraire et artistique, V° Droits des auteurs. Successions,
n° 3.



























33） Cass. 1re civ. 11 janvier 1989, JCP 1989 II, n° 21378, obs. A. Lucas.
34） F. Letellier, supra note 4, n° 330.
35） なお，破毀院第⚑民事部 2010 年⚓月 25 日判決は，遺言執行者に「その者のみが，父の作品
の死後の公衆への公表，出版社の選択および出版の条件を決定することができる」と判示した
（Cass. 1re civ., 25 mars 2010, JCP G 2010. 439, note Ch. Caron）。バンクタン教授は，この判決
は，公表権と知的財産の利用方法を直接的に結び付けており，公表権の財産権化をもたらして
いるが，両者を混同すべきではないと主張する（N. Binctin, supra note 29, n° 150）。
























37） Cass. 1re civ. 11 janvier 1989 précitée.
38） CA Paris, 13 oct. 2015, n° 14/08900: Propr. intell. 2016, p.42, obs. A. Lucas.
39） Cass. 1re civ., 17 déc. 1996, Bull. civ. I, n° 461; RIDA avr. 1997, p.265; JCP G 1997, II, 22888,
obs. J. Ravanas.
40） F. Letellier, supra note 4, n° 335.
41） CA Paris, 14 juin 1972, RIDA oct. 1972, p.135; RTD com. 1972, p.898, chron. Desbois.
42） Cass. 1re civ., 15 févr. 2005, n° 03-12.159, JurisData n° 2005-026970; Bull. civ. I, n° 84; RTD
com. 2005, p.316, obs. F. Pollaud-Dulian. この事件については，ジャック・ラリュー（マルセロ・
デ・アウカンタラ訳）「画家，家族及び著作権」水野紀子・窪田充見編『財産管理の理論と実
務』（日本加除出版，2015 年）557-558 頁に詳しい説明がある。
43） F. Pollaud-Dulian, supra note 32, n° 32. ジャック・ラリュー・前掲注 41）558 頁も同様の解
釈を提示する。
44） F. Pollaud-Dulian, supra note 32, n° 31.































































net/shizensou/（2019 年 12 月 11 日アクセス））。






























47） 森茂『日本の葬送・墓地 法と慣習』（法律文化社，2013 年）76 頁。































49） 加戸守行『著作権法逐条講義 六訂新版』（著作権情報センター，2013 年）432 頁。
50） 田村善之『著作権法概説 第⚒版』（有斐閣，2001 年）459 頁。
51） N. Binctin, supra note 29, n° 149.









116 条 ① 著作者又は実演家の死後においては，その遺族（死亡した著作者又
は実演家の配偶者，子，父母，孫，祖父母又は兄弟姉妹をいう。以下この条に



















































53） 小倉秀夫・金井重彦編『著作権法コンメンタール』（LexisNexis，2013 年）1639 頁〔市川
譲〕。









著作者人格権の一身専属性を承認しつつ，同法 60 条および 116 条により，「遺
族」が著作者の死後の人格的利益を保護することを予定している。そして，同
法 116 条⚓項は，「遺言により指定された者」に死者の死後の人格的利益の侵
害に対する権利行使を委ねている。
葬送の自由との関係では，日本法において，まさに死者の人格的利益を保護
するために，葬送方法を遺言事項として認めるかが問題となる。仮に，遺言事
項として認めるのであれば，現在は，原則として葬送方法の決定者が葬儀費用
の負担者となっているが，費用負担者を相続財産とすることも検討するべきで
ある。なぜなら，葬送方法を決定しているのが，死亡した者自身であるからで
ある。
著作者人格権については，日本法では，「遺族」と「遺言により指定された
者」がいずれも死亡した場合，死後の著作者の人格的利益を保護する者はいな
くなる。フランスでは，著作者人格権の一部（公表権，氏名表示権と同一性保持
権）に相続性を認めるため，死後の著作者人格権も相続という構成により永続
的な保護が認められる。この点が，日仏の最大の相違であるといえる。相続と
いう私法上の制度に基づいて，死後の著作者の人格的利益の保護を委ねるの
か，それとも長期的には文化財としての保護として，公的な制度に委ねる方が
より望ましいのか，そのような問いが死後の著作者人格権の保護の問題には伏
在しているといえる。
本稿では，日本法についてもフランス法についても端緒的な検討しかでき
ず，比較の視点を提示し，問題点を指摘することしかできていない。提示した
問いに対する解答を試みることは，今後の課題としたい。
フランスにおける非財産的権利に関する遺言執行者の役割（幡野弘樹)
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